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日本では 1990 年代から地方分権化が進められてきた。第 1 次地方分権改革は 1993 年 6
月の衆議院及び参議院両院による「地方分権の推進に関する決議」を発端とし，国から地











































































（47/47 件），市区町村立図書館 98.8％（1,295/1,311 件）である。この調査は課題解決支
援サービスの一つに「行政支援」を挙げ，実施状況等を明らかにしている。 












の実施率は，都道府県立図書館 76.6％（36/47 館），市区町村立図書館 41.8％（541/1,295
























表 1.1 行政支援サービスの主な先行事例*1 
開始 
時期 








1997 立川市中央図書館[20] 庁内レファレンス - 行政資料の寄贈依頼 
1999.5 












2004.3 大阪市立図書館[30] 庁内向け調査相談サービス 
- 庁内ネットワークから調査
依頼可 












- 庁内 Web ページに専用 HP 
- 職員研修所での広報 
2008 大仙市立大曲図書館[37] 行政ビジネス支援サービス 
- 「行政ビジネス支援通信」の
発行 
2010 豊中市立図書館[38] 庁内仕事応援事業 
- 庁内情報共有システムに「庁
内仕事応援サイト」 
不明*4 大分県立図書館[39] 行政支援 











































 「図書館法」の第 3 条第 1 号で「郷土資料，地方行政資料，美術品，レコード及びフィ























































































区町村立図書館別に図 1.1，図 1,2 で示す。 
 
 
図 1.1 行政支援サービスの対象者 
（都道府県立図書館 n=36） 
 




































































図 1.3 地方議会図書室との連携状況 
（都道府県立図書館 n=46） 
 































































主に用いた調査手法は表 1.2 のとおりである。 
 
表 1.2 本研究に用いた調査手法 
調査手法 概要 
半構造化インタビュー - 図書館長，図書館員，行政職員へ実施 
資料調査 - 関係する雑誌記事・新聞記事・論文等 
- 研究対象の図書館から提供された内部文書 








                             
a 「ある対象に対して，複数の技法を組み合わせて，より多面的にとらえること」 
メリアム, S.B. “第 1節調査における観察”. 質的調査法入門: 教育における調査法とケース・スタディ. 




“オートエスノグラフィー”. 現代エスノグラフィー: 新しいフィールドワークの理論と実践. 藤田結子, 










別の特徴を明らかにする。各図書館の分析結果を第 2 章，第 3 章で示し，その結果にもと





















正式に開始している。2015 年 8 月に策定した「まち＊ほん 田原市生涯読書振興計画（平











だった。2012 年 8 月 1 日付の「特集展示 田原の地域ブランドについて考えてみよう『農





















表 2.1 インタビュー調査の実施概要 
インタビュー対象者 日時（時間数） 
図書館長 2016 年 1 月 29 日（5時間） 
2016 年 5 月 29 日（4時間） 
2016 年 8 月 19 日（1時間） 
行政支援サービス担当の
図書館員 
総括担当（1名） 2016 年 8 月 19 日（1時間） 





2016 年 9 月 27 日～9月 28 日
（1人あたり 1時間） 
議会事務局職員（1名） 2016 年 9 月 28 日（2時間） 




























事項，当時の広報等は Web サイトで確認した。 
 
表 2.3 調査資料リスト 
内部文書 ‒ 図書館長による業務日誌(2010 年 10 月～2016 年 3 月） 
‒ 会議資料，打ち合わせ記録 
‒ 依頼内容，利用統計数 
‒ 研修のアンケート結果（2016 年 12 月 9 日図書館内部で行
政支援サービスに関する研修を実施，受講者の意見・感想） 
文献 ‒ 田原市図書館に関する雑誌論文，報告資料等 
Web サイト ‒ 田原市図書館 Web サイト 





















1)「再発見！鳥羽⇔伊良湖フェリー展」の開催（2010 年 7 月 7日～9月 9日） 




















図書館長は 2010 年 5 月 14 日の図書館の打ち合わせで，この地域課題に関して図書館が
取り組むことについて“市民や市役所他部署の図書館に対するイメージを変えることにつ
なげたい。”と話し， 図書館員に事業の提案を呼びかけた。ここで出た意見をもとに案を
練った結果，5月 25 日には事業の大筋が決定し，展示の実施（図 2.1 参照），パスファイン
ダーの作成（図 2.2 参照），関連資料の掲示・配布等をすることが決まった。展示は 7 月 6
17 
 
日から（6 月 16 日の企画書では 7 月 7 日からとなっている）となったが，この時点で，準







































































図 2.1 展示の様子（田原市図書館）[92] 
 
 
図 2.2 パスファインダー（田原市図書館作成）[93] 
 
2)「新聞記事速報」終了・新規サービス構築 

































































図 2.3 田原市新聞記事見出しデータベース 
 
2.5.2. 行政支援サービスの浸透 
 田原市図書館では 2012 年度から行政支援サービスを開始しているが，依頼に関する記録
は 2013 年度から記録している。記録をもとに，依頼件数・貸出冊数，サービスの種類別依
頼件数をまとめたものが図 2.4，図 2.5 である。1件の依頼に複数のサービス（例：団体貸








図 2.4 行政支援サービスの依頼件数・貸出冊数 
 
 






















レファレンス 5 4 7
複写 4 14 16
団体貸出 2 5 12
PR展示 6 0 20




























































































































































































































































































































































































































































図 2.7.1 整備前の議会図書室 
 
図 2.7.2 整備前の議会図書室 
（2014 年 12 月 25 日 議会事務局と図書館の打ち合わせ時に図書館側が撮影） 
 
 
図 2.8.1 整備後の議会図書室 
 
図 2.8.2 整備後の議会図書室 
（図 2.8.1：2016 年 9 月 28 日 議会図書室・議会事務局見学時に撮影） 



































図 2.9 議会事務局事務室内の展示 
37 
 



















































































































































































































 横浜市は 18 の行政区をもつ政令指定都市であり， 370 万人以上の人口を誇る，日本でも
有数の大都市である[99]。横浜市立図書館は市内各区に 1館ずつ設置されており，計 18 館で
構成されている。一部の行政サービスコーナーや地区センター等で図書取次サービスを行
っているほか，図書館が近くにはない地域を中心に移動図書館の巡回も行っている。 




























資料課の司書職員は 35 名である（2016 年 4 月 14 日現在）[26]。 
42 
 













年 1 月に策定し，第 1 期プランは 2014 年度に終了した。現在は，「第 2 期横浜市教育振興
基本計画」及び「横浜市民読書活動推進計画」に連動した「横浜市立図書館アクションプ











上げ当時の図書館員 1 名，レファレンス統括担当の図書館員 1 名，「庁内情報拠点化事業」














2016 年 7月 9日（2時間 30分） 
レファレンス総括担当（1名）*2 2016 年 12 月 1 日（30 分） 
「庁内情報拠点化事業」担当（1名） 2016 年 12 月 24 日（2時間） 
「庁内情報拠点
化事業」の利用者 
行政職員（3名）*3 2016 年 12 月 1 日 
2016 年 12 月 6 日 











や期待する効果等を質問した（表 3.2 参照）。 
 





















表 3.3 調査資料リスト 




‒ レファレンス記録（2011 年 4 月～2016 年 9 月） 
文献 ‒ 横浜市立図書館に関する雑誌論文，報告資料等 
‒ 図書館概要（1998～2005 年版） 
‒ 図書館年報（2006～2016 年版） 
‒ 図書館サービスに関する計画 
Web サイト ‒ 横浜市立図書館 Web サイト 





お，調査者は「庁内情報拠点化事業」を所管する中央図書館調査資料課に 2011 年 4 月から
2017 年 1 月現在まで，図書館員として所属している。 
 
表 3.4 調査者における「庁内情報拠点化事業」の業務経験 
担当内容 概要 
レファレンス業務 































































1997 年 11 月 21 日～1998 年 1 月 14 日に開催され[108]，展示終了後は各区の図書館にも巡回
展示を実施した。 
企画展示用に作成したリストは学術集会の会場でも配布するために手が加えられ，『児童






































































横浜市は総合計画として「ゆめはま 2010 プラン」を策定し，1994 年の基本計画の時点で
は新しい図書館を整備することが決まっていた。2010 年の水準には「中央図書館 1 館 図















































































立図書館では「自主研究グループ」と同時期に，1997 年から 3 か年にわたる「図書サービ
ス調査」を実施しており，その中で「市役所職員調査」を実施していた。この調査では，
行政職員が個人で図書館を利用する場合や業務に関係して図書館を利用する場合に分けて，




 対象部署を限定し，資料の貸出やレファレンスを試行したところ，1998 年 12 月 3 日から





























表 3.5 市職員に図書館を利用してもらうための条件（サービス検討時）[25] 
利用してもらうための条件 整備した内容 
図書館側の対応部署の明確化 ‒ 図書館側の窓口を一本化 
















































持って，すごく時間をかけてやっている。”といい，4～5 人体制で 2～3 か月，複数回会議
を重ねながら作り上げていったと語っていた。1999 年～2005 年までの「図書館協力プログ






表 3.6 「図書館協力プログラム」実施事業一覧（1997～2005 年） 
年度 テーマ 作成資料 連携先*1 
1997 児童虐待を考える ブックリスト 
『児童虐待関連文献リスト』 














環境とは何か ブックリスト『環境とは何か』 緑政局 
地球温暖化を考える ブックリスト『地球温暖化を考える』 環境保全局 






































































 図 3.1 は「庁内情報拠点化事業」を 1999 年度に開始してから 2015 年度までの貸出冊数
とレファレンス件数をまとめたものである（件数は『横浜市の図書館』の 2000 年版～2016
年版[26][102][103][106][117][118][119][120][121][122][123][124][125][126][127][128] [129][130][131]による）。図 3.2 は直
近 5 年（2011～2015 年度）の依頼件数をまとめたものである（件数は内部資料による）。1
件の依頼に複数のサービス（例：資料貸出＋レファレンス）が含まれる場合も 1 件で計上


















度対応していたため，1998 年当時の職員数等をもとに 1998 年度以前は 100 件に満たない程




若干見られるが 2007 年度からは 2005 年度ベースまで件数が戻っていることがわかる。2007
年度以降は体制も定着したため，運用の安定期とする。 
初期と安定期でそれぞれ 1年の平均値を算出すると，1999 年度～2005 年度（初期）まで
はレファレンス件数 293 件，貸出冊数 1,137 冊である。2007 年度から 2014 年度（安定期）
まではレファレンス件数 310 件，貸出冊数 1,582 冊である（2015 年度はレファレンス件数
の算出方法が異なるため，2014 年度までの平均値を算出）。件数の平均値も 2007 年度以降




























図 3.2 「庁内情報拠点化事業」の依頼件数 
 




























4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月





























 図 3.3 は，2016 年度上半期に｢庁内情報拠点化事業｣で受けたレファレンスを事項調査と
所蔵調査に分けて算出した結果である。事項調査は毎月平均 21.5 件，所蔵調査は毎月平均






表 3.7 依頼回数別利用者数（2016 年度上半期） 
回数 人数 割合 
1 回 171 名 70.7% 
2 回 39 名 16.1% 
3 回 15 名 6.2% 
4 回 8 名 3.3% 
5 回 3 名 1.2% 
6 回 1 名 0.4% 
7 回 1 名 0.4% 
8 回 2 名 0.8% 
9 回 1 名 0.4% 
18 回 1 名 0.4% 
計 242 名  
  
2016 年度の上半期（4～9 月）を対象に｢庁内情報拠点化事業｣を利用した行政職員は 242
名だった。同期間中に同じ利用者からどの程度利用されているか，利用回数別に利用者を
算出したところ，表 3.7 の結果となった。利用回数が 1 回の職員が最も多く，常連利用者
ではない行政職員から利用されていることがわかった。月 1 回以上利用している職員（表


















































































































































































 「横浜市会議会局の組織，事務分掌等に関する規程」第 3 条に，議会局政策調査課の事
務分掌として「市の施策等に関する情報の収集及び分析並びに調査研究に関すること。」[132]
とある。議会局所属のインタビュー対象者は，政策調査課で議員からの調査依頼に対応し













































































年 9 月制定，平成 25 年 8 月改正）の第 7条，「横浜市広報印刷物等取扱細目」（平成 21 年 9
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